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論壇
1
�
は
じ
め
に

核
家
族
化
や
少
子
高
齢
化
の

影
響
で
あ
ろ
う
か
、
所
在
不
明

者
の
財
産
管
理
に
関
す
る
事
件

は
、
毎
年
数
千
件
程
度
存
在
す

る
よ
う
で
あ
る
が（
※
1
）、
直

近
の
裁
判
所
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

お
い
て
は
大
幅
な
増
減
は
見
ら

れ
な
い（
※
2
）。

所
在
不
明
者
が
一
定
規
模
以

上
の
資
産
を
有
し
て
い
る
場
合

に
は
、
財
産
管
理
だ
け
で
な

く
、
そ
れ
に
伴
う
税
務
問
題
も

生
じ
る
こ
と
に
な
る
。

そ
こ
で
本
稿
で
は
、
所
在
不

明
者
に
つ
い
て
の
手
続
き
の
概

要
を
確
認
し
た
後
、
当
該
手
続

き
に
お
け
る
税
務
問
題
に
つ
い

て
検
討
す
る
。
な
お
、
本
稿
中

の
意
見
は
私
見
で
あ
る
こ
と
を

予
め
申
し
添
え
る
。

2
�
所
在
不
明
者
が
財
産
を
有
し
て
い
た

場
合
の
手
続
き

所
在
が
分
か
ら
な
い
者
（
以

下
「
不
在
者
」
と
い
う
）
が
特

定
の
財
産
を
有
し
て
い
た
場
合

や
、
相
続
人
と
し
て
の
地
位
を

有
し
た
場
合
に
は
、
下
記
の
よ

う
な
不
在
者
財
産
管
理
人
の
選

任
や
失
踪
宣
告
の
手
続
き
が
必

要
と
な
る
場
合
が
あ
る
。

な
お
、
相
続
発
生
時
に
相
続

人
が
全
く
い
な
い
場
合
は
、
相

続
財
産
法
人
が
成
立
し
特
別
縁

故
者
・
持
分
共
有
者
へ
の
相
続

税
課
税
の
問
題
が
生
じ
る
が
、

本
稿
で
は
紙
幅
の
関
係
で
省
略

す
る
。

⑴

不
在
者
が
財
産
を
有
し
て

い
た
場
合

不
在
者
の
財
産
を
適
切
に
管

理
し
な
い
と
、
不
在
者
が
帰
来

し
た
時
（
現
れ
た
時
）
に
財
産

が
逸
失
し
て
い
る
こ
と
も
考
え

ら
れ
る（
※
3
）。
こ
の
よ
う
な

場
合
、
民
法
25
条
か
ら
29
条
に

基
づ
き
、
利
害
関
係
者
等
の
申

し
立
て
に
よ
り
家
庭
裁
判
所
は

「
不
在
者
財
産
管
理
人
」
を
選

任
し
、
不
在
者
が
帰
来
す
る
ま

で
財
産
を
管
理
す
る
も
の
と
さ

れ
て
い
る
。

⑵

不
在
者
が
相
続
人
と
な
る

場
合

相
続
人
の
う
ち
に
不
在
者
が

い
る
状
態
で
相
続
が
発
生
し
た

場
合
に
は
、
相
続
人
等
か
ら
の

申
立
に
よ
り
、
家
庭
裁
判
所
が

不
在
者
財
産
管
理
人
を
選
任

し
、
相
続
人
と
不
在
者
財
産
管

理
人
と
の
間
で
遺
産
分
割
協
議

を
行
う
こ
と
に
な
る（
※
4
）。

⑶

不
在
者
が
行
方
不
明
に
な

っ
て
か
ら
一
定
期
間
が
経
過

し
た
場
合

不
在
者
が
行
方
不
明
に
な
っ

て
か
ら
一
定
期
間
（
普
通
失
踪

の
場
合
は
7
年
間
、
特
別
失
踪

の
場
合
は
危
難
が
去
っ
て
か
ら

1
年
間
）
を
経
過
し
た
場
合

は
、
民
法
30
条
に
基
づ
き
、
家

庭
裁
判
所
に
失
踪
宣
告
の
申
立

を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
当
該

申
立
が
認
め
ら
れ
る
と
死
亡
し

た
も
の
と
み
な
さ
れ
る
た
め
、

不
在
者
の
財
産
を
原
則
と
し
て

相
続
人
が
相
続
す
る
こ
と
と
な

る
。

⑷

不
在
者
財
産
管
理
人
の
善

管
注
意
義
務

不
在
者
財
産
管
理
人
は
法
定

代
理
人
で
あ
り
、
不
在
者
の
財

産
管
理
に
つ
い
て
善
管
注
意
義

務
を
負
う
と
さ
れ
る
た
め（
※

5
）、不
在
者
の
財
産
を
適
正
に

維
持
・
管
理
す
る
こ
と
が
求
め

ら
れ
る
。

3
�
事
例
検
討

国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
以

下
「
国
税
庁
Ｈ
Ｐ
」
と
い
う
）

の
不
在
者
に
関
す
る
質
疑
応
答

事
例
を
通
じ
て
、
不
在
者
に
関

す
る
税
務
問
題
に
つ
い
て
検
討

す
る
。

⑴

不
在
者
財
産
管
理
人
が
家

庭
裁
判
所
の
権
限
外
行
為
許

可
を
得
て
、
不
在
者
の
財
産

を
譲
渡
し
た
場
合
の
申
告

当
該
事
例
で
は
、
不
在
者
財

産
管
理
人
で
あ
る
弁
護
士
が
、

家
庭
裁
判
所
の
権
限
外
行
為
許

可
を
得
て
、
不
在
者
の
土
地
を

売
却
し
た
場
合
の
納
税
申
告
に

つ
い
て
解
説
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
に
よ
る
と
、
不
在
者
財

産
管
理
人
は
一
種
の
法
定
代
理

人
で
あ
り
、不
在
者
財
産
管
理
人

が
提
出
し
た
申
告
書
は
、
不
在

者
の
申
告
書
と
し
て
適
法
に
取

り
扱
わ
れ
る
と
の
記
載
が
あ
る
。

個
人
が
不
動
産
を
売
却
し
て

譲
渡
所
得
が
発
生
し
て
い
る
場

合
、
納
税
申
告
が
必
要
な
の
は

言
う
ま
で
も
な
い
が
、
不
在
者

の
財
産
を
不
在
者
財
産
管
理
人

が
売
却
し
た
場
合
で
も
、
同
様

に
譲
渡
所
得
の
納
税
申
告
が
必

要
と
な
る
旨
を
、
本
事
例
で
は

説
明
し
て
い
る
。

と
こ
ろ
で
、
前
述
の
と
お
り

不
在
者
財
産
管
理
人
に
は
善
管

注
意
義
務
が
あ
る
こ
と
に
注
意

が
必
要
で
あ
る
。
納
税
申
告
を

怠
っ
て
加
算
税
・
延
滞
税
が
課

せ
ら
れ
た
場
合
、
不
在
者
の
財

産
を
減
少
さ
せ
た
と
し
て
善
管

注
意
義
務
に
反
す
る
と
の
見
解

（
※
6
）も
あ
る
。

こ
こ
か
ら
類
推
す
る
と
、
期

限
後
申
告
を
し
た
場
合
に
は
勿

論
で
あ
る
が
、
適
正
な
納
税
額

未
満
の
納
税
申
告
を
し
た
場
合

に
は
加
算
税
・
延
滞
税
に
つ
い

て
責
を
問
わ
れ
、
適
正
な
納
税

額
を
超
え
る
納
税
を
し
た
場
合

に
は
過
大
納
税
額
分
に
つ
い

て
、
責
を
問
わ
れ
る
可
能
性
が

あ
る
。

そ
の
た
め
、
不
在
者
財
産
管

理
人
が
譲
渡
所
得
の
納
税
申
告

を
行
う
際
は
、
取
得
費
の
綿
密

な
調
査
、
過
去
の
買
換
特
例
の

適
用
有
無
の
調
査
等
、
普
段
以

上
に
慎
重
な
納
税
申
告
が
求
め

ら
れ
る
こ
と
と
な
ろ
う
。

⑵

小
規
模
宅
地
等
の
特
例
の

対
象
と
な
る
宅
地
等
の
範
囲

（
財
産
管
理
人
の
事
業
）

不
在
者
が
有
し
て
い
る
土
地

に
つ
い
て
、
不
在
者
財
産
管
理

人
が
財
産
保
全
の
た
め
駐
車
業

経
営
（
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
舗
装

等
）
を
始
め
た
。
そ
の
後
、
不

在
者
失
踪
か
ら
7
年
を
経
過
し

家
庭
裁
判
所
へ
の
失
踪
宣
告
の

申
立
が
認
め
ら
れ
た
が
、
当
該

土
地
は
小
規
模
宅
地
等
の
特
例

を
受
け
ら
れ
る
の
か
、
と
い
う

質
疑
応
答
事
例
で
あ
る
。

国
税
庁
Ｈ
Ｐ
に
よ
る
と
、
不

在
者
財
産
管
理
人
が
行
っ
た
行

為
は
不
在
者
自
身
に
帰
属
す
る

と
し
、
当
該
土
地
は
小
規
模
宅

地
等
の
特
例
の
対
象
に
な
る
と

の
説
明
が
あ
る
。

前
述
の
と
お
り
、
不
在
者
が

行
方
不
明
に
な
っ
て
か
ら
一
定

期
間
（
普
通
失
踪
は
7
年
間
）

経
過
し
て
お
り
、
家
庭
裁
判
所

に
失
踪
宣
告
が
認
め
ら
れ
る
と

不
在
者
は
死
亡
し
た
も
の
と
み

な
さ
れ
、
不
在
者
の
遺
産
は
原

則
と
し
て
相
続
人
が
相
続
す
る

こ
と
と
な
る
。
こ
の
場
合
（
他

の
適
用
要
件
を
満
た
せ
ば
だ

が
）
小
規
模
宅
地
等
の
特
例
を

受
け
ら
れ
る
こ
と
を
本
事
例
で

は
明
ら
か
に
し
て
い
る
。

と
こ
ろ
で
、
本
事
例
の
よ
う

に
不
在
者
が
被
相
続
人
側
で
あ

る
場
合
は
、
納
税
申
告
を
行
う

の
は
現
存
す
る
相
続
人
で
あ
る

た
め
、
税
務
判
断
に
迷
う
場
面

は
少
な
い
と
思
わ
れ
る
。
し
か

し
、
本
件
と
は
逆
の
場
合
、
つ

ま
り
相
続
人
側
の
一
人
が
不
在

者
で
あ
る
場
合
は
不
在
者
財
産

管
理
人
が
相
続
税
の
納
税
申
告

を
行
う
必
要
が
あ
る
と
考
え
ら

れ（
※
7
）、そ
の
際
は
次
の
よ
う

な
税
務
問
題
が
生
じ
る
と
思
わ

れ
る
の
で
、
そ
の
点
に
つ
い
て

検
討
し
て
み
た
い
。

①
遺
産
分
割
協
議

相
続
人
が
行
方
不
明
に
な
っ

て
か
ら
7
年
を
経
過
し
て
お
ら

ず
、
か
つ
、
遺
言
書
が
な
い
場

合
は
、
不
在
者
財
産
管
理
人
と

相
続
人
と
の
間
で
遺
産
分
割
協

議
を
す
る
こ
と
に
な
る
が
、
遺

産
分
割
協
議
は
家
庭
裁
判
所
の

権
限
外
行
為
許
可
が
必
要
と
な

る
（
事
前
に
遺
産
分
割
協
議
の

原
案
を
示
す
必
要
が
あ
る
と
思

わ
れ
る
）（
※
8
）。
そ
の
際
は
、

原
則
と
し
て
「
不
在
者
に
法
定

相
続
分
程
度
の
遺
産
を
相
続
さ

せ
る
」
旨
の
分
割
案
が
必
要
と

な
る
場
合
が
あ
る
の
で
、各
種

特
例（
配
偶
者
の
税
額
軽
減
・

小
規
模
宅
地
等
の
特
例
等
）
を

受
け
る
た
め
に
は
、
申
告
期
限

に
間
に
合
う
よ
う
早
め
の
手
続

き
が
必
要
と
な
る
。

②
各
種
特
例
の
適
用
に
あ
た
っ

て
の
事
実
確
認

質
疑
応
答
事
例
の
よ
う
に
小

規
模
宅
地
等
の
特
例
の
適
用
要

件
を
明
確
に
満
た
し
て
い
る
と

判
断
で
き
れ
ば
問
題
は
な
い
。

し
か
し
な
が
ら
、
各
種
特
例
の

適
用
に
あ
た
っ
て
、
相
続
人
た

る
不
在
者
本
人
に
事
実
確
認
が

必
要
な
場
合
は
、
不
在
者
財
産

管
理
人
は
ど
の
よ
う
に
判
断
す

れ
ば
よ
い
の
だ
ろ
う
か
。

外
形
的
に
確
認
で
き
る
特
例

（
配
偶
者
の
税
額
軽
減
・
未
成
年

者
控
除
・
相
次
相
続
控
除
等
）

で
あ
れ
ば
問
題
は
少
な
い
と
思

わ
れ
る
が
、
各
種
特
例
の
な
か

に
は
小
規
模
宅
地
等
の
特
例
の

よ
う
に
不
在
者
本
人
に
事
実
確

認
が
必
要
な
も
の
も
あ
る
。

相
続
人
が
複
数
い
る
場
合

で
、
か
つ
税
理
士
の
助
言
を
受

け
て
い
れ
ば
、
特
例
適
用
に
疑

義
が
生
じ
る
遺
産
分
割
案
が
立

案
さ
れ
る
こ
と
は
少
な
い
と
思

わ
れ
る
が
、
相
続
人
が
不
在
者

一
人
の
場
合
は
種
々
の
問
題
が

生
じ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

③
過
去
の
特
例
等
の
適
用
確
認

相
続
人
た
る
不
在
者
が
、
過

去
に
相
続
時
精
算
課
税
制
度
の

適
用
を
受
け
て
い
た
場
合
は
、

贈
与
財
産
の
価
額
を
相
続
税
の

課
税
価
格
に
加
算
す
る
必
要
が

あ
る
が
、
当
該
制
度
の
適
用
を

受
け
て
い
た
か
不
明
な
場
合
も

想
定
さ
れ
る
。

そ
の
場
合
は
、
所
轄
税
務
署

で
当
該
制
度
の
適
用
有
無
を
確

認
す
る
こ
と
が
必
要
と
思
わ
れ

る
。
な
お
、
上
述
の
と
お
り
不

在
者
財
産
管
理
人
は
一
種
の
法

定
代
理
人
と
解
さ
れ
る
た
め
、

不
在
者
財
産
管
理
人
は
不
在
者

自
身
の
特
例
の
適
用
有
無
を
確

認
で
き
る
と
、
私
見
な
が
ら
思

わ
れ
る
。

ま
た
、
過
去
に
公
正
証
書
遺

言
を
作
成
し
て
い
た
可
能
性
が

あ
る
な
ら
ば
、
公
証
役
場
で
遺

言
検
索
も
行
う
べ
き
と
考
え
る
。

4
�
結
び

不
在
者
が
関
係
す
る
税
務
事

案
で
は
、
事
実
確
認
で
き
な
い

事
項
が
多
く
、
実
務
上
種
々
の

問
題
が
発
生
す
る
可
能
性
が
あ

る
。
ま
た
、
選
任
さ
れ
た
不
在

者
財
産
管
理
人
に
は
善
管
注
意

義
務
が
あ
り
（
税
務
以
外
の
問

題
で
は
あ
る
が
）
誤
っ
た
判
断

の
結
果
、
不
在
者
が
損
害
を
被

っ
た
事
例
も
存
在
す
る
よ
う
で

あ
る（
※
9
）。

不
在
者
財
産
管
理
人
を
選
任

す
る
際
、
法
的
問
題
が
生
じ
る

可
能
性
が
あ
る
と
家
庭
裁
判
所

が
判
断
し
た
場
合
に
は
、弁
護
士

・
司
法
書
士
と
い
っ
た
法
律
の

専
門
家
を
選
任
す
る
よ
う
で
あ

る（
※
10
）が
、こ
れ
ら
専
門
家
が

善
管
注
意
義
務
を
果
た
す
た
め

に
は
税
の
知
識
が
必
須
で
あ
る
。

こ
れ
ら
専
門
家
の
一
助
と
な

る
よ
う
、ま
た
、今
後
増
加
す
る

で
あ
ろ
う
不
在
者
に
関
す
る
問

題
に
つ
い
て
対
応
で
き
る
よ

う
、
税
理
士
も
相
続
関
係
の
法

令
・
手
続
き
に
つ
い
て
、
よ
り

一
層
の
研
鑽
に
励
む
べ
き
と
考

え
る
。

「
参
考
文
献
」

・
財
産
管
理
実
務
研
究
会
編
『
新

訂
版

不
在
者
・
相
続
人
不
存

在

財
産
管
理
の
実
務
』（
新
日

本
法
規
、
2
0
0
5
）

・
三
木
義
一
・
関
根
稔
・
山
名
隆

男
・
占
部
裕
典
『
実
務
家
の
た

め
の
税
務
相
談
（
民
法
編
）
第

2
版
』（
有
斐
閣
、
2
0
0
6
）

・
片
岡
武
・
金
井
繁
昌
・
草
部
康

司
・
川
畑
晃
一
『
第
2
版

家

庭
裁
判
所
に
お
け
る
成
年
後
見

・
財
産
管
理
の
実
務
』（
日
本
加

除
出
版
、
2
0
1
4
）

（
※
1
）
本
山
敦
「
不
在
者
財
産

管
理
人
の
財
産
処
分
行
為
と
法

定
単
純
承
認
」
月
報
司
法
書
士

№
5
1
8
・
74
頁
（
2
0
1
5
）

（
※
2
）
裁
判
所
Ｈ
Ｐ
・
司
法
統
計

「
平
成
27
年
度
家
事
審
判
・
調
停

事
件
の
事
件
別
新
受
件
数（
全
家

庭
裁
判
所
）」

（
※
3
）
財
産
管
理
実
務
研
究
会

編
・
前
掲
書
20
頁

（
※
4
）
財
産
管
理
実
務
研
究
会

編
・
前
掲
書
36
頁

（
※
5
）
財
産
管
理
実
務
研
究
会

編
・
前
掲
書
38
頁

（
※
6
）
日
税
連
税
法
デ
ー
タ
ベ

ー
ス
・
Ｔ
Ａ
Ｉ
Ｎ
Ｓ
コ
ー
ド
「
法

人
事
例
大
阪
局
0
0
4
6
」

（
※
7
）
三
木
義
一
ほ
か
前
掲
書

12
頁

（
※
8
）
片
岡
武
ほ
か
前
掲
書
1

8
7
頁

（
※
9
）
本
山
敦
・
前
掲
注
74
頁

（
※
10
）
片
岡
武
ほ
か
前
掲
書
1

7
0
頁

所
在
不
明
者
が
い
る
場
合
の
対
応
と

そ
の
税
務
問
題
に
つ
い
て
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